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は じ め に
ブ レイヴ ァマ ンは 『労働 と独 占資本』 のなか で,「私見に よれば,ソ 連 の労 働組織 ……は,資 本
主義諸 国 の労働組織 とほ とん ど異な るところがな い」体 稿末尾参考文献 一 eeの3に挙 げた文献 の邦
訳版14頁 。以 下,3(邦訳):14,のように略記]と 述べ てい る。幽すなわ ち,ソ 連 社会 は資本主義社
会の労働 組織 を 「模倣⊥13(邦訳):25】したのであ り,「模倣」 の対象 であ る資本主義社会 の労働
組織 は,テ イラー'(F.W.Taylor)を源流 とす る 「科学的管理 」 の諸原理 に よっ一(貫かれている
[3(邦訳):136}と主張 した。 そ して,「資本主 義打 倒の革 命 とは,労 働条 件 を改善 し,』工場組織 に
r労働 者統制』 とい う形式 的な機 構 を付加 し,そ して蓄積 と分 配の資本主義的機構 を社会 主義的計
画化 に よって代替 させ る こと」 だ とい う 「ソビエ ト型共産 主義」 の考 え方 を批 判 して,社 会主 義体
制はむ しろ 「労働 過程 お よびその組 織方法」 において こそ資本主 義体制 を超 えねばな らない,と い
う 「新 マル クス主義」 め考 え方 を支持 した[3(邦訳):13-14】。
この考 え方 は,「新 マル クス主義」 に特有 ではな く,レ ー ニンの著作 に もは っき り示 されてい る。
彼は,例 えば 「偉大 な創意」(1919年)の申で次 の ように述べ てい る。「階級 と呼ば れるのは,歴 史
的に規定 された社会 的生産 の体制 のな かで 占め るその地位 が,生 産手段 にたいす るその関係(そ の
大部分 は法 律に よって確認 され成 分化 されて い る)が,社 会的労 働組織 の中での役 割が,従 って,
彼 らが 自由 に しうる社会 的富 の分 け荊 を受 け取 る方法 と分 け前 の大 き さが,他 と違 う人 々の大 きな
集団であ る。 ……階級 を完全 に廃絶す るには,搾 取者,す なわ ち地主 と資本家 を打倒す る必要 があ
コ 　 　 の
るばか りでな くう彼 らの所有 を廃 止す る必要 があ るばか りでな く,さ らに,生 産手段 のあ らゆる私
的所有 を廃 止す る必要 があ り,都 市 と農村 の区 別 をも,肉 体労働者 と精神 労働者 の区 別を も廃止す
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る必要 があ る。」[13:425]従って,現 存社会主義社会 の質 を労働 組織 の在 り方 の中に問 お うとす る
ことは,そ れ自体 として的外 れではないであろ う。
問題 は,実 際 に 「ソ連 の労働組織 ……は,資 本主義諸国 の労働 組織 とほ とん ど異な ると二うがな
い」 か どうかであ る。 ブ レイヴ ァマ ン自身はその ことを実証 していな いが,最 近 にな って西 ドイツ
の タツー アがrソ 連 におげ るデ イラ リ琴ムー1970年 代 ソ速 め合理 化政策 一 一』〔1】に おV・て,
ブ レイヴ ァマ ンの テー ゼを主 として政策 面か ら実 証 しようと試みてい る。 彼女は,以 前 か らソ連 ・
東 欧の労働組織 の歴史 と現状 についての実 証的な概貌 を専 門に してお り[1:175],また,資 料操作
も手堅い。 そこで本稿 では,タ ツーア の 『ソ連 におけ るテ イラ リズム』 の内容 の検討 を通 じて,ソ
連 の労働 組織の在 り方 を探 りたい。 もちろん,政 策 と実 態は必ず しも一 致す るわ けではないが,政
策 の分析 か ら実態 を類推 す ることはあ る程度許 され るだろ う し,ま た,こ の著:作の対 象 とす る時 期
はす でに10年 ほ ど前 であ るが,70年代 の政策 を理解 す ることに よって80年 代,特 に ゴルバチ ョフ
政権下 の状況 を理解 す るた めの手掛 か りを得 ることはで き よう。
1.タ ツ ー ア の 所 説
刑 一アが 『ソ速 にお けるテイう りズムξ、 』 におい研 究対 象 としてい る の1よ・1「国家機関お よび
準 困家機 関が企業の労働組織 の計画イヒに関 して とつ1(いや政策・ その醸策の 目標 ・手段・な らびに
その政策:に関係穿 る社会的諸条 件」で ある。 そ してジ これ らの対象 の研究 を通 じて彼女 は・「ティ
ラ リズムは・ ソ連の労働組線 と労働 策 セ潤 して どの搬 ・特働 であ り・ また・ どの ような特殊
な毎合 い を帯 びてい るか」[1:7]を明 らか に しよう.としてい る・
まず議 論 の前提 としτ,彼 女 は,「テイラ リズム」 とい う即諾 を二 重の概念 で,す なわ ち,狭 義
においでは・.テイラ丁 が展開 した 「経営学(ManagementWissenschaft)の景観 のアプロ「チ」
として,.広義においては,テ イ、ラーが初めて展開 した 「経営学 の一 つの特徴 をなす アプ ロー チ」 と
して捉 えて い る。狭 義の 「テイ ラ リズム」 ρアZlロー チは,採 の3つ の主要要素 からな ると言 う。
「① 動作 ・時間研究 に よって,作 業 を単純イヒし,労 働時間 を節約 し,資 格 の必要憐 を減 らす作業分
析,② 工夫 された出来高払 い制 の基礎 ζなる課業すなわ ち規準作業量 の科学的設定,曾 職長 の仕
事 を分割 し,専 門化,細 分但 された管理機能 の統合 を,工 場管理 の 孕 り高 い レベルの科学的労働 ビ
ュー ローに委ね る職能 的管理組織」が それであ る。 この場合,合 理化戦略 の対象 は個 々㊧作業 であ
り,作 栄 遂行の方法 を統 制す るのは もっぱ ら人 間であ り,労 働強 度 を高 め るための もっとも重要 な
手段 は出来高賃傘(特 に差別出来高賃金)で あ った。彼 女 に よれば,こ れ らの点 では,フ ォー ,ド.
シ界テムがす でに20年代に 「テ イラ リズム」 を乗 り越 えていた。 また テイ ラーは,労 働 の動機は
ば ら手段 的な ものであ り,賃 金 政策 とい う刺激 の道具 に よって労働者 の行 動 を完全:に統御 でき ると
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考えてい たが,こ の よ うな人間 仮説 も,労 働 心理 学 と労働 生理学,人 間関係学派,さ らには後期人
聞関係学派 に よって否定 された[1:7-9】。
しか しなが ら,広 義 の 「テイ ラ リズム」 の特徴 は,タ ツー アに よれば,こ れ らの 「反 テ イラー派」・
の 「本質 的特徴」 と して維持 されてい る。 広 義 の 「テイラ リズム」 とは,「組織 ・計 画 ・統制 の機
能を直接的な作業活動から抽出し,それらを科学として作業から独立させ,工場管理の専門の諸部
門 に集 中」 しょうとす る,テ イ ラーを源流 とする 「経営学 の一 つの特徴 をなす アプ ローチ」であ る。
言 い換 えれば,「労働過程,す なわ ら作業 の仕方 に対す る統制権 を,労 働者 の権限 か ら管理者 の権
限 に移 す こと」 をめざす アプロー チである。 この ような アプ ローチにあ っては,労 働科 学 も経営学
も,「自らを全体 と して企業管理 の補助手段 と理解 し,労 働 過程 を統 制す る管理者 に よ る労働 力の
利用 として労働 を分析 し編成 す る」 ものであ 吻r完 全に支配 の手段 であ る」。 その意味 でぽ,「テ
イラ リズム」'に対 す る,上 に挙 げた よ うな 「対抗潮流 」 は,「テイラ リズム」に対 して 「補完的 ・
補償的 ・(komplementtirundkomp6nsatorisch)機能 」 を担 ってい るにす ぎず,「今世紀初頭 に
『テ イラ リズム』 と ともに始 まった合理化政策 の基本傾向 を覆す には至 らな かった」[1:7-10】とし
てい る。,
さらに タツ・:一一ア偶 「労働 の人 間化」論 の登場 も事態 を変 えていない,と 見 る。「70年代に西欧 と
アメ リカで,『労働 の人間化』 をめざ して,労 働 に と もな う負担 の軽減,資 格要 件 と資格 の向上,な
らびに 自治の範 囲の拡大 に関す る実験 と試み が展開 された」 が,彼 女は,「この ような労働組 織に
関す る議 論の新 しさは,人 間化戦略 の諸 内容 や,そ れと結 びついた,合 理化戦略 のテイ ラ リス ト的
推進方 向の転 換への期待 にあ るのではな く,r労働 の人間化』 の議論に関連 して観察 され う る企 業
の労働組 織の政治化(Politisierung)にある」 と燐べ る。 ここで 「労働組織 の政治 化」 とは.「全社
会的な発 展戦 略(Entwicklungsstrategie)から演繹 され る合理 化基準 に したが って労働 と労働 条
件 を意識 的に編成 す ること」 口:7}であ ると説 明 されてい る。 すなわ ち,「労働 の人間化」 の具体
的な諸 内容 は,「テ イラ リズム」 の枠 内に とどまってお り,た だ,企 業 の労 働組織 の在 り方 を国家
の政策 の対 象 に してい る点 だけが新 しい,と 言 うのであ る。
以上 の ように 「テイう りズム」 を概 念規定 した うえで,タ ツー アは,彼 女 の研究課題 を次 の よう
に数 行す る。 すなわ ち,「ソ連の合理化政策 のテ イラ リス ト的 特徴 を問 うとい うことは,一 面 では,
ソ連 の労働 政策は 自己の労働 にたいする労働者 の統制力 を減 らす ことをめ ざ した り,あ るいは減 ら
す傾 向を内に含 んだ りしてい るのか どうか を確 認 しようとす る ものであ り,他 面 では,ど の ような
特徴的な労働 組織戦略 を用いて,ソ 連 の労働政策は これ を行 うのか,あ るいは行 わないのか,・とい
うことを示 そ うとす る ものであ る」[1:101と言 う。 そ してタツーアは,主 として ソ連 の労働 組織
化政策 に関 す る公式資料,す なわ ち,法 律お よび法的効力 を もつ命令 ・決定,ソ 連 邦労働 ・社 会問
題国家委員会付 属労 働研 究所 くH胚HTp瓢a)などが中心 とな って作成 した解説書 類の分 析 を通 じて,
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この課題 を果 たそ うとする。,
ソ連 において労働組織化 は 「科 学的労働 組織(HaygHafiopraHu3aH"flTpyAa)」i4】とい う名の も
,と、に行 わ れるわ けだが,科 学的労働組織 についての今 日一 般に認 め られて いる概念規定 は,1967年
の全 ソ労 働組織問題協議 会で決定 された ものであ る。 この'協議 会で,科 学的労働組織は,「生 産の
場 に体 系的 に導入 され る科学 の成果 と先進的な経験 に基 づいてお り,最 もうまく,技術 と人間 を単一
の生産過程 の中に まとめあ げ,物 質的 資源 ならびに労働 力資源 の最 も効 率的な利用,労 働 生産性 の
絶 え間 ない向上 を確 保 レ ・人間の健康 の維 持,'第が次的生活欲求へ の労働 の漸進的転化 を促 す よう
な労働組織」 として定 義 された。 この定 義 から,科 学的労働組 織には3つ の課題 があ る といわ れて
いる。 すなわ ち,「最 もうま く技術 と人間 を単一 の生産過程 の中に まとめ あ げ,物 質的資源な らび
に労働力 資源の最 も効率 的な利用,労 働生産性 のた え まな い向上 を確 保 す る」 とい う経済 的課 題 ・.
「人間 の健康の維持 を促す」 とい う心理学 ・生理学的課題,「第一次的生活欲求 への労働 の漸進 的転
化を促 す⊥ とい う社 会的 くCOIIIIa■bHblfi)課題 であ る[14;44・15:7]dタツー アの問題設定 か らす
ればジ{ここで検討 しな ければな らな いのは,社 会 的課題 が それ 自体 として,層また他 の2つ の課題 と
の関連 で,ど の よ うに捉 えられて いるかであろ う。彼女 が科学 的労 働組織 につ いての解説書類 の分
析 を通 して得た結 論は,ご く簡単 に言 えば,、次 の ような ものであ る。 すなわ ち,科 学的労働組織 が
主 として追及 して い るのは経済 的課題であ り,そ れを中心 に労働組織合理化 政策 が策定 されて いる。
心理学 ・冒生理学的課題 は,そ れにたいす る修 正要因 として考慮 に入 れ られてい るが,社 会 的課題は
実 際上 ほ とん ど考慮 されていな い[1:29】,とい うこ とであ る。
そこで タツ葺 アは,企 業 レベルの 「社会計画化(co期a茄HobulaHMpoBaH盟e)」すなわち社会 発展
計画 の作成E5・6・28]に目を向け る。 これは企業 の社会過程 の計画化 であ り,当 然,労 働組 織め
社会 的側 面 を も計 画 の対象 として い るか らであ る。分析 の結果 タツー アは,社 会計画化 もやは り経
済的課 題 を優 先 し'てお り,と くに,「技術的変更 の社会的帰結 の問題 を管 理 し,社会政策的手段 に よ
って合理 化政策 を確 実 な'ものにする試 み」な のであ り[1:31-33],従って科学的労働 組織 と社会計
画化 とでは前者 のほ うが政策 的に優先 されてい るのだ(1:139】,と結論 づけた。
さらに タツー アは,科 学的労働 組織について も社 会計画化 について も詳 細な解説書類 が国家機関
に よって作成 され,し か も両者 と も国民経済 計画 の一環 として位置 づけ られてい るこどに も注 目す
る ・11:35-44】。
この ように して タツ・一・アは,1970年代 ソ連 の労働組 織化政策 の中 に,資 本主 義諸 国におけ るテイ
ラー以後 の経営学 の潮流 と同様 の広 義の 「テイラ リズム」を見 る と同時 に,「労働 の人間化 」論 と同
様の 「労働組織 の政治化」 をも見 ることにな る。 そ して次 の よ うに述べ る。「(労働 組織政策 の中心
であ る)科 学的労働組織 の導入政策 をわれおれは,ネ オ ・テイラ リズム の構想 と解釈す る ことがで
き る。言 い換 えれば その アプロー チは,労 働生理学 や心理 学の知識で補 強 され,全 社会的 な 目標 に
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関連 づけ られている,国 家主導 の労働 の計画化 のた めの道具 とな るべ きアプ ローチだが,に もかか
わ らず,テ イラ 一ーの伝統 には っき りと根 ざ してい るアプ ローチであ る」 【1:142],と。
しか しなが ら,国 家政策 が その ような ものだ として も,そ れ が企 業 レベルで どう実 施 され るのか
とい う問題 が残 る。 それについて タツー アは,「実 施の問題 を:体系的 に研究す ることは,資 料へ の
接近 が困難 で,し か も本書 を企 画 したのが最近 の ことなので,不 可能 であ る。本書 は主 と して 国家
政策 の分析 であ る。 しか しな がら2つ の方法 で,企 業 の実態 に も触れてい る」 と述べ る。一?は,
労働政策 の制度化 の在 り方 を概 観す るこ・とであ り・ もう一?は ジ国家 の労働 組織{ヒ豫策 の各部分 が
関係 す るこ ≧にな 為社会 的な(sozia1)諸問題 を指摘 す るこ、ζであ る[1:111。制 度的枠縛み 嫁,政
策 の方 印 を弾 物 ・にす る場合 と同様 め公式 資料 に依架 して概 観 され るが,実 際の企業の中 で政箪 が
どの ような社会 的反応 を引 き起 こ してい るかは・ と.りあえず,ソ 連の研 究文献 に頼 る二 とにな る。
しか し,科 学的労働 組織 と社会計画化 の企 業 レベルで の実施 の問題につ いて,「体系的な研究 は,
ソ連 の文献 の中には ほぼ見当た らず」[1:44],「公 刊 され て い るソビF一トの社会科学文献 に示 され
てい る資料 は,.企業 の実態 につい ては断片的 な指摘 を してい るだけであ る。論拠 として この ような
指摘 を引用す るのは,や は りい くぶ ん恣意的 であ る」.【1:144}。.
この ように本書 の アプローチの仕方 には限界 があ るこ とを断 った うえ で,企 業 レベル での政策実
施 の問題 につレこて タツー アは,・次 の ような見解 を述べて いる。'まず,制 度化の在 り方 を見 る と,科
学的労働 組織 も社 会計画化 も企業管 理部 主導 で実施 され る こどにな ってい るが,現 行 の計画経済 シ
ステムは企 業管 理部 を,科 学的労働組織 や社 会計画 化 を含 む あらゆる革新に対 して無関心 にす るよ
う作用 してい る。 そのために実際,科 学的労働 組織 も社会計画化 も所 期 の成果 を上 げていない場合
が多 い,[1:44-52L'と。
結局 タツーアの見解 は,1970,年代 ソ連 の労働 組織 化政 策は広 い意味 での 「テイラ リズム」 であ り,
国家 は経済 的課 題に即 した合理 化 を,心 理 学 ・生理学 的課題,社 会 的課題 の解 決 に よって支 えなが
ら実施 しようとして お り,rテイラ リズム」 を乗 り越 え ようとす る方向性 を持 って いな いが,そ れ
ばか りか,企 業 レベ～レには,経 済的課題 に即 した合理化 を も含むあ らゆ る革新 に対 す る障壁 が存在
す る,と い うことであ る。
以 上に紹介 した タツー アの所説 は,ソ 連 の労働組織化政策 の客観的 かつ具体 的な把握 に基づ いて
それの批 判的な解釈 を試みてい る点,ま た,ゴ ルバ チ ・フ政権 の下 でペ レス トロイカ ・(改革)を 要
請 してい る状況 として強調 されるよ うにな って きた 「社会経 済発展に影響 を及 ぼす一種 の ブ レー キ
機構」 【19:20]を指 摘 してい る点 で,極 めて示唆的 と言 え よう。 しか しな がら,1970年代 ソ連 の
労働組 織化政策 につい ての彼女 の非常 に否定的 な評価 には,疑 問が残 る。 と りわけ ゴルバチ ョフ政
権成 立以後 の政策展開 を合わせ て考 えてみ ると,70年代 の政策 には もう少 し積極 的な意味 があ る よ
うに思 える。 そ こで本稿 の以下 の論述 では,タ ツ∴アの所説 の主要な分析対象,す なわ ち,① 科
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ア自身は,そ れについて否定的な答えを出したわけだが,ご こでは,前述の労働研究所が作成 した
r工業企業における労働者の労働の科学的組織化の要領』口5】を分析 してこの問題を再検討 してみ
る。
このr要 領』 は,前 に 引用 した科学 的労働 組織の定義 か ら出発 して,4つ の課 題 を導いて い る。
① 社会 的生産 の効率性 の向上,技 術装 置の最 も効率的な利用;物 質的資源 な らびに労働力資源 の
あ らゆ る手段 に よる節約,② 社会 の主要 な生産力 で あ る人間 の健康 の維持 と労働能 力め向上 を保
障 す るような労働条件 の一層の健全化 と軽減化,③ 作業 の内容 の豊か さと魅力度 の向上,④ 共産
主義 的労働 態度 の育 成,個 性 の全面発 達,の4つ であ る 【15:7-8】。「第一次的生活欲求 べの労働 の
漸進 的転 化 を促 す」 とい う課題 との関係 で考 え られてい るのは,こ の うち ③ と.④ であ ろ う。
科 学的労働組 織は内容 的 には次 の8つ の方 向で行 われ ると されてい る。すな わち,① 合理 的な分
業 ・協議 形態 の考案 ・導入,② 作業現 場の組織化 と作業現場へ のサー ビスの改善,③ 作業方法 の
改善,④ 労働 ノル マ設定 の改善,⑤ 労働条 件 の改善,⑥ 要 員 の資格の養成.・引 き上 げの方法 の改
善 ⑦ 労 働規律 の強 化 と社会 主義競 争の発展,⑧ 物質的 ・道徳 的刺激 の利用の改 善,で あ る 【15
:8-111。r要領』全 体 の構成 も,こ の8つ の方 向について具体的な指針 を示 してい くとい う形 にな
って い る。 この中で,上 の ③ と ④,す なわ ち,作 業の内容 の豊か さと魅 力度の向上,共 産主義
的労働態度 の育 成,個 性 の全面発達,と い う課 題 にこた える ことが期待 されてい るのは,①,⑤,
⑦ で ある。
合理 的な分業 ・'協業 形態の考案 ・導入 についての章で は,次 の ような考 え方 が示 されて い る。
「分業 と協業 は,そ れ らの技術的,冒経済的,心 理学 ・生理学的,社 会的最適範 囲の総合的な考慮 に
基づいて行わ れ る場合 にのみ,最 も合理 的な もの とな ろ う。 ……外業 と協 業 の社会 的範囲は,作 業
者 一人 ひ とりに よって行 われ る作業 の内容 を中心 として決定 される。 その際,肉 体 労働 と精神労働
を合理的 に結 び付 け るべ きであ る。 それに よって,作 業者 の仕事 は'より内容 豊かで魅力的な ものに
な る。」 そのた めの具体的 な施策 と しては,職 務交替,職 務統合 の実施,な らびに それらを可能 に
す る ような複合 ブ リガーダ(さ まざまな職種 の労働者 か らな る作業班)の 形成 が挙 げ ら れ て い る
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[15:22,・24,30】。 労働条件 の改善 との関連 では,生 産過程 の総合的機械化 ・自動化 が労働 をよ り
内容豊 かで魅 力的な もの にす ることが指摘 されてい る115:9-10}。社会主義競 争 には経済的機能 と
社 会的 ・育成 的機能 の2つ の機能 が与 え られてお り,後 者の機能 は,競 争の過 程で働 き手 の間に共
産主 義的労働 態度 を育成 す る ことだ とされてい る ・[15:159-160】。
以 上の ような国家政策 は,国 民経済,部 門,企 業,と い う生産 管理 のすべ ての環 を包括 す る科 学
的労働 組織導入計画 シ ステムで具体化 されるが,企 業 レベルで科 学的労働組織 導入 に全 責任 を追 う
のは企業長 であ 吃 労働 組織 ・賃金 部 が科学的労働組織導入 ・実 施計画 を策定 す る
。科学的労働組
織 に関 す る研究 げ調査活 動の実施 のた めの専門機関 である科学 的労働組織部 を設置 する こともあ る。
しか し,民 主 集 中制 は,単 独責任 制 と合議制の結合 を意味す る。 そ こで,労 働組織化 に関 する最 重
要問題 についての決 定 におけ る合議 制の具体的 形態 と して,生 産協議会,団 体'協約締結 のための交
渉,科 学的労働 組織計画 を含 む技術 ・生産 ・財 務計画 の実施 の四半期 ごとの点検 が行 われ る。 それ
と同時 に,広 い範 囲の働 き手 を科学的蛍働組織 に関す る諸施策 の策定 ・導入 に引き入 れ るために
,
工場 レベル の労働 ・生産 管理 の科学的組織会議,職 場 会議,創 造 ブ リガーダが,自 発的な組織 と し
て設け られる[15:12-13,189-190]。
さて・ そこでわれわれの問題に立 ち返 って考 えてみ よう。 す ると,第 一に,こ の 『要 領』 で見 る
かぎ り,1970年代 ソ連 の科学的労働 組織政策 の中では,「自己の労働 に対す る労働 者の統 制力」 を
増大 させ るとい う方 向は示 されていな い と言 って よい。な ぜな ら,職 務交替,職 務統合,機 械 化 ・
自動 化,.社会 主義競 争,と い った施策 は,仕 事 の単調性 を弱 めた り,労 働生 産性 向上 に寄与 しよう
とす る労働者 の イニシ ャチブ を汲 み上げた りす るこ とを目指す も.のであって,少 な くとも直接的 に
は,「労働 者 の統制 加 を高 め る ものではないか らであ る。 そればか りでな く,一 般に社会的課題
への アプ ロー チの仕方 は,か な り限定 された ものに とどまってい ると言 え よう。
しか しなが ら,戦 前 の科 学的労働 組織 につい ての定義 と比べ た場合,戦 前 の定 義にはなか った心
理 学 ・生理 学的課題 社会的課題 が登場 してい ることは,や は り注1ヨされ る。1924年の第2回 金
ソ科学的労働 組織協議会 の決議 で,科 学的労働組織 は,「科 学 と実践 に よって獲得 された,全 体的
な労働生産性 を高 める改 善 を,既 存 の労働組 織に持 ち込む過程」 と定義 され,そ の ような改善は,
「a)企業 での新 しい・改善 された生産 手段 の導入(生 産 の機械 化,電 化 な ど),b)企業 の所 与の設
備状態の下 での作業条 件の変更(職 場 における労働 の合理的組織化 ,企 業 内の各労働過程 間の相互
関係 の整序,資 材 や製品 の規格化な ど),c)生きた人 間労働 の生産性 の向上(資 格 の向上,労 働強
化,労 働 の質 的改善 な ど)」の3つ の方向で考 えられてい た[21:29]。 この協 議会 の決議 で も,心
理学 ・生理 学的な問題が考慮 され る必要 があ ることは認 め られてい た が[2:61】,社 会的課題 は問
題 に されていなか った。
第二に,科 学的労働組 織 の制度化 の枠組 みを見 る と,企 業管理部 に よる計画策定 ・実施 を基礎 と
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し』て科学 的労働組織 の政治化 ・専 門化が行 われてい る ことを確認 でき るが,同 時 に,広 範 な労働者
に計画策 定 ・実施への参加 の道 を開 いてい る ことも注 目.され る。
3.社 会計画化政策
企業 レベルに社会発 展計画 を導入 しよ うとい う提案 が初 めて公式 の場 に出 さ・れたのは・1966年の
第23回党 大会においてであ った と言 われ る。 そ して第9次5'ヵ年計画(1971-1975年)以後・社 会
発展計画 の作成(社 会計画化)が 企業 の義務 とな6た[16:8」。1970年代の社 会計 画化 政策 の内容
を具体的 に規定 し・た公式 資料 と して,全 ソ労評,.ソ連邦国家計画委員会,ソ 連邦 労働 幽・賃金問 題国
家委 員会 が作成 したr企 業め勤 労者集 団の社会発 展の計画化(要 領)』[17]があ る。 ・この 『要 領』
では,企業におけ乙社会計画化の必要性は,経済管理における社会的要因の意義の高 まりとめ関係
で説 明 されて いる。すなわ ち,「今 日,・社会的生産の管理 の最新 の手段 ・方法 を使 い こなす ことは,
社会 の技術 的 ・経済的 」社 会的発展 をその有 機的つなが りにおいて理解 す ること'と不可分 であ り,
これ までにないほ ど,総 合 的なア プロー チを必要 として い る」"と述べ られてい る。 この有機 的つな
が りが具体的 に意味す る ことは,「企業 の労働集団 の社会的発展 は,科 学技術進歩,経 済進歩 に よ
』
って規定 され るだけでな く,同 時 に,生 産 の効 率的発 展の不可欠 の前 提 をな してい る」 とい うこと
であ る。 そ こで,企 業 の労働集 団の社会発 展計画 は,「二重 の課題 」 に こたえ るよう求 め られ る。
一一つは,「労働生産性 の向 上,生 産 の経済的効 率性 の向上,な らびに大衆 の勤労上 ・政 治上の積 極
性 の発展 を促す こと」,もうム つは,「労働集 団の全成 員の物 質的 ・精神 的欲求の より完 全な充足 と
彼 らめ能 力 の向上 を促す こと」 であ る。 言 い換 えれば,「労働生産性 の向上 と個 性 の発達」 を促す
ことであ る。 そこで,社 会計画化 の効 率性 を評 価す る指標 として経済 的指標 と社会的指標 の両方 が
必要 だ とされてい る[17:4,7,91。
'社会計画化 が具体的 に対象 とす るのは
,① 生産集 団の社 会構造 の改善,② 企業 の働 き手の労働
の条 件 と保健 の改善,③ 労働支払 の改善,企 業 の働 き手 の住宅 ・文化 ・生活条件 の改善,④ 個性
の共産主義 的育成 と勤 労者 の積極性 の強化 であ る。『要領』'も,こ の4項 目について順次,計 画作
成 の指 針 を与 えてい くとい う構成 をとってい る。すでに見た ように科学的労働組織 も企業生活 の社
会的側 面 を一つの対 象に してい る。企業 生活 の社会的側面 の うち労働過程 お よびそれに比較的 近接
した部分が,主 として科学的労鵬 織の対象とされ,'労働過程から騨 騰 れ焙i`分が・主として
社会計画化 め対象 と され,中 間部分 力ミ両方 の対 象 とされてい るようであ る。
この ように社会計画化は企業生活 の社会的側面 を広 く対 象 と してい るが,わ れわ れが ここで検討
しなければな らないのは,r自己の労働 に対す る労働者 の統制力」 の大小 とかかわ る可能 性 の あ る,
領域 のみ である。 それは主 と して,① 労働 その もの を通 じての統 制,② 管理参加 の機関 を通 じて
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の統 制,③ 労働 者 の統 制能力(職 業上 の能力)の 向上,と かかわ る領域 と言 って よか ろ う。
労働 その もの を通 じての労働者 の統制 力の増大 につ なが るような施策 が予定 されて いるのは,幽生
産集 団の社 会構造 の改善の領域 においてであ る。 すな わ ち,「現段階 において工業 の さまざ まな部
門の企業 における労働集 団 の社会構造 の変更 の主要 な方向は,低 熟練,不 熟練,.重筋肉労働 の利用
分野 の縮小 であ る」 とされ ている。そのた めの施策 と しては,'機械化,自 動化,科 学的労働 組織が
考 えられて い る。 しか し,「あ る場合 には,生 産 その ものの発展 の結果,逆 の過程が進行 する こと
もあ り,うることを考慮 にいれなけれ ば な らな い」 し,「まだかな りの期間 にわ たって上述 の よ うな
社会 ・経済 的種類 の労働 は残 り,そ のために,そ うい う労働 を遂行 す るための労働 力に対 す る相応
の需要 も存在 す る ことにな る」。'そこで,こ の問題 の解決 を助 けるための手段 として期待 され るの
は,「集 団 内の社会移動 と りわけ労働者 の資格 ・職種上 の移 動 を組織 す ること」 であ る。 すなわ
ちそれに よって,上 述 の ような労働への.「一定の労働者 グルー プの長期的固定」 を克服 しようとい
うのであ る117:36-37】d
管理参加 の機 関 を通 じて の労働者の統 制力の増大 とかかわ るのは,『要領』 の中では,個 性の共
産主義的育成 と勤労者 の積極性 の強化 に関す る章 である。 この章 の最初 の部分 で,生 産管理への勤
労者の積極的参加 を促 してい くために どの ような施策が必要 であ るかが詳細に述べ られてい る。
管理 参加 の機関 としては,社 会組繊(党,労 働組合,コ ム ソモール),労 働 者集会,常 設生産 協
議会ジ勤 労者 の 自主的 な創造活 動の団体 が挙 げ られてお り,そ の それぞれについて,活 性化 のため
の施策 を策定す る よう指示 されているが,噌 般的 には,次 の ような ことを保障 す る施策 を求 めてい
る[17:97-1051。① 勤労者 の社会的 ・政治 的積極性 をで きる限 り発 展 させ,企 業 とその構造 部門
の生産 ・経営活 動の進行 と成果 について定期的 かつ適時 に集団 に知 らせるために,集 会,大 衆宣伝
活動,展 示,指 導者 の演説,工 場新聞,ラ ジオ等 を最大限利用す る こと。 ② 広範な大衆に,正 確
な情報 を得 る ことにたいす る関心,生 産 ・経営活 動 と生産管 理 の改善 のた めの手段 の探索 に積 極的
に参加 したい という 欲求 を もたせ ること。 ③ 生産計画 その他 の計 画,'プレ ミア ・システム,ノ ル
マ化 の改 善,企 業 フ ォン ドの配分 な ど,余 業活動 の最 重要 の問題 は,集 団 メンバーの広範な人 々が
参加 してい るζ ころでのみ決定 され る',とい うような状況 をつ ぐり出す こと。 ④ 企業生活 におけ
る団 体協約の役 割 の向上,な らびに,団 体'協約作成 とその遂行 に対 す る統制 における勤労者 の積極
性 の向上。⑤ 生 産集団 内の関係 の改 善,紛 争原 因の除去。
労働者 の統制能 力(職 業上 の能 力)の 向上 と関連す るのは,生 産集 団の社会構造の改善の一環 と
して の,働 き手 の普 通教育,職 業教育 の向上のた めの施 策であ る。 ソ連 の教育 制度では,・初 等教育
3年,前 期 中等教育5年,後 期 中等教育2年 とな ってお り,初 等教 育 と前期 中等教育 の合わせて8
年が義務教育 とな ってい るが,r要領』 は,「中等教育 の終 了は,現 代 の工業企業 の労働者 に とって
必要最低限 の教育 であ る」 としてい る。 その際,「高 水準の教育 は労働者 に企業管理,社 会 ・政 治
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活 動,生 産の合 理化,社 会生活 のすべての側面 に参加す る可能性 を与 え る」'とい う考 え方 が示 され
てい る。 そ して,中 等教育 を終 えずに企業 に入 って きた青年労働者 が働 きなが ら中等教育 を終 えら
れ るよ う,「夜間 また は通信制 の普通教育 学校 とその 分校 のネ ッ トワー クを拡大 し,そ の活動 を改
善 す る」ための施策 を策定 する ことを指示 してい る。さ らに,職 場外 でのその他 の普通 教育,職 業
教育 を労働者 に受 け させ る計画,職 場 での職業技 術教育 の計画 が立 て られ るi17:48-55】。 ・
この ような企業 レベルの社会発展計画は,科 学的労働組織 の場合 と同様,全 国的な計画 システム
の一環 として位置 づけ られて い る。 すなわ ち,「社会進歩の主要な方向や その最重要 の諸指標は,
指令法 や国民経済計画 で定め られてい る」'ので,企 業 レベルで の社会発展計画は,そ れ ら と整 合す
るものでなければ な らない 【17:71。また,部 門や地域 の計画課題 との一貫性 を もった ものであ る
よう求 め られ る 【17:12-13】。 そ して企業 レベルでは,企 業独 自の社会発展計画 を作成 す るために,
計画 の各部 の作成 に責任 を負 う人 々か らな る常設委員会 が設 け られる。 この委員会 を指導す るのは
企業 長であ り,メ ンバー は,計 画 のそれぞ れの領域 にふ さわ しい部局 ・組織 の専門家 であ る。計画
の それぞれの領域 について,次 の よ うな分担 で作成 に当た る。 ① 生産集団 の社会構造 の改善一
要 員部,要 員養成部,② 企 業の働 き手 の労働 の条 件 と保健 の改善一 科学的労働組織 部,労 働 保
護 ・安全技 術部,③ 労働支払 の改善,企 業 の働 き手 の住宅 ・文化 ・生活条 件の改善二 労働 ・賃
金部 づ財 務部,生 活 部,基 本建設部,④ 個性 の共産主義的育成 と勤労者 の積極性 の強 化一 党委
員会 と工 場委員会。 そのほかに,機 械化 ・自動化部,技 師 長,技 術部 長,計 画 ・設計 部な ども計画
作成 に参加 しなければな らな い。社会計画の作成 と実施 のための専門組織 として社会学調査部 を設
け ること も必要 だ と されてい る[17:151-152,159]。
しか しな がら,,「企業 におけ る社 会的 改革の計画化は,そ れ に企業 内の広範 な人 々が積 極的に参
加す る場合 にのみ有効 である」 ので,企 業 の党組織 工場委 員会,社 会組織,さ らには,労 働者.・
職 員 の一人ひ とりが,社 会発展計画 につ いて知 り,そ の作成 に参 加す ることが必要 だ,と 指摘 され
てい る。 また,ア ンケー}調 査な どを通 じて働 き手 の欲求 を把 握 し,そ れを計画 に反映 させ ること
も勧告 されて いる117:152-153]。そ して,こ の よ うに して作成 された社会発 展計画 は,「広 範な民
主主義的基礎 に立 って」[17:159】採択 されねばな らない,と 述べ る。
以上の ことか ら,わ れわ れは次 の ことに注 目 してお こう右第一 に,企 業 レベルの社会計画化政 策
は1970年代に生 まれて きた ものであ る。
第二 に,r要領』 で示 されてい る諸 施策 は,「自己の労働 に対 す る労働 者の統制力」 を増す方 向で
作用す る可能 性 を もっている と言 えるだろ う。 しが しなが ら2つ の点 でそれは問題 をは らんでい る。
一 つは,こ れ らの施策 が,労 働者 の管理参加 の従来 の枠組 み一 労働組合 を通 じての参加,ま たは
管理部補助的参加一 を前 提 としてお り,こ の枠組 み 自体 を変え ることを想定 しては いない ことで
あ る。 そ して もう… つは,こ れらの施策 が,社 会 発展計画全体 が そうである ように,や は り 「二 重
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の課題 」(経済的 ・社 会的課題)を 担 ってい ることで あ る。2つ めの点 について付 言 して お くと,
まず,低 熟練,不 熟練,重 筋肉労働 の利用分野 の縮小 を目指す政策 が とられ る背景 には,次 の よう
な問題 があ る6.「多 くの工業企 業において,労 働 の性格 ・内容に対す る不満 に起因す る労働移動 が,
まだ顕著 に存在 する。・特 に それは;重 筋肉労働,非 機械化 労働,不 熟練 労働 に従事 す る労働者 に見
られ る。」 そ こで,「労働 の資格 ・職種 構造 を改革 し,そ れ に よって,企 業での労働 の性格 ・内容 に
対 す る不満 のために起 こる労働移動 を削 減すればゴ その結果,追 加的な経済効果 が得 られ る」 と考
えられてい る 【17:41】。 労働者 の普通教育 ・職 業教育の水準 を高 めるた めの施策について も,「科
学技術進歩 が,労 働 の性格 と内容 の質的 な変化 を もた ら してお り,労 働者 の資格要 件 を根 本的 に変
化 させて いる」[17:48】ことに対す る対 応 とい う側面 を ももってい る。
第三に,社 会計画化政 策の制度化 の在 り方 につい てみ る と,科 学的労働組織 の場合 と同様,企 業
管理部主導:で,政治化 ・専門化 が志 向 されてい る反面,計 画作成への労働者 の参 加が不 可欠 と考 え
られてい る ことが注 目 され る。特 に労働者 の参加 は,科 学的労働組織の場合 以上に強調 されて いる。
4.革 新 へ の 障 壁
ソ連の企業 に存在す る革新 への障壁 を指摘 した文献 と して,タ ツー アが注 目するのは,リ トア三
ア共和国科学 アカデ ミ」 の哲 学 ・社 会学 ・法 学研 究所 に所 属す る社会学者 ラポボー ル トの学会報 告
「社会計画 化 における,表 面 を取 り繕 うための活動 の諸特徴」i29】と論文 「企業 の社会的組織化 の
機能障害一 社 会的革萩実 施に対 す る障壁一 一一」【201である。学会報告 の内容 は・論文のな かにほ
ぼ取 り込 まれてい るので,こ こでは論文 につい てだけ検討 すれば よかろ う。 この論文は,著 者 自身
によれば,rr社会学 を実践 に応用す る』 とい う問題,も っと正確 に言 えば,社 会学的な提案 【社会
的革新】を現実 の工業企業 で実 現す るとい う問題 の理論的諸側面 を検討 す ること」[20(1):17】を
目的 としてい る。
くユエ
この論文 の論 旨は,以 下 の とお りであ る。
工業企 業 の管理 のための設計案 や要綱 の内容 を分析 した資料 に基 づいて言 える ことは,そ れ らの
設計案 や要 綱 が,普 通,職 務上 の役割 だけではな く市民 としての役割 を も果 たす人 々 を必要 として
いる,と い うことである。言 い換 えれば,上 司か ら与 え られた義務的な仕事 を遂行す るだけでな く,
全社会的価値 ・ 目標 の名 において,義 務的役割 の狭 い範 囲に満足 せず場合 に よっては社会組 織や上
級組織に訴 えて も,これ らの 目標 の実現 のために闘 う人 々 を一必要 としてい るのであ る 【20(1):20-
21]。しか し工業 の実際 の状況 の中 では,社 会的組織化 の欠陥 のために,こ れ らの役割 の遂行 が妨げ
られて い るような企業 があ る。 この ことは特に,社 会的革新一 社会学調査 に基づいた もので,変
革の担 い手 の社会的 ・市民的積極性 を まさに必要 とず る,社 会的変革の設計案 一 を実施 す る際に
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は づき りと現 われ る。
組織 病理(計 画指標 の教 条主 義的追及,い つ も決 まり切 った生産 ・組織活動(TeKygKa)など)
の 諸特徴 をすべ て備えた企 業の理 論 モデル を考 えてみ る。す ると,こ の ような組織的機能障 害の最
も重要 な現 われの一つは,・管理要員 の,表 面 を取 り繕 うための虚偽 の活動(nOKa3yxa)であ る。具
体的 に言 う と,企 業管理部は,全 社会的価値 ・目標 の具体化 と目され る計画指標(量 的指標 と質 的
指標 とがある)の うち,ご まか.しようのない指標 は ご まかせ る指標 を犠牲 に して達成 し1ご まかせ
る指標は,達 成 じた ように見せ かけ るのであ る6例 えば,管 理 の民主性 とい う原則(価 値)な どは
まず第一 に無視 され る6企 業 には また,「表面 を取 り繕 う活動」 を 自己の仕事 にす る専 門部局や職
位 が発生 す る。 その良 い例 が社 会学調査 部であ る 【20(1):25-27】。 この ような現象 を分析 してみ
る と,そ れが もたらすし連 の否定 的な諸結果,と りわ け企業 の働 き手の士気 を挫 く.ような効 果,が
明 らかにな る。 このモデル企業 は,管 理要員 の社会的積極性 の発 展に対 す る組織 的障 壁 をつ ぐり出
して お りゴ従 って,・その ような企 業に おけ るあ らゆ る社会的革新 の実施 を妨 げてい る。
機能 障害組織 は,全 社 会的な緬 値 ・展望 に対 して疎外感 を もってい るタイプの管理者 をつ くり出
す心理的環境 と見 な され る。 その場合 モデ ル企業 の管理要 員の代 表は出世に没 頭す るので,そ のた
め働 き手 は,管 理 の常軌 的諸規則 に合わ せ るように仕向け られ る。 この ことが,管 理 者の社会的積
極性 の発揮 に とって も,ま た,社 会的革新 の導入 に とつ・て も,社 会 ・心理学的障壁 とな ゲ てい る。
モデル企業 の管理要 員の重要 な特徴 は,ir倫理的」 匿名惟 一 企業 内の生産 上の問題,社 会的問題
について,.何らかの,'ありきた り'でな い解決 を見 出す ことが 自分の個人的責任だ とは考 えない.;と
一 「である。
この論文 で分析 された よ うな モデル企業 の諸特徴 は,そ の よ うな企業に おけ る社会的提案 の運命
を決 す るだけでな く,工 場社会学専門 員の運命 を も決す る。すなわ ち,社 会学専門員は,し ば しば,
駈 調査結果 を企業管 理部 の都合 の良 い ように解釈 す ることを強 制 され た り
,管 理部 の権威付 けのため
に利 用 された りす る。 もっ とは っき り言 えば,モ デ ル企業 では,「人的要因」に効果的 に影響 を及
ぼす ことが不可能 な ので あって,本 来 の社会学専門 員の必要性 その もの がアクチ ュアル にな ってい
ないのであ る[20(2):55】。
.全社会的価値".目標 に対 す る管理者 の疎外 感は,詳 細な研究 を必要 としてお り,そ の研究 が,こ
の疎外 感 の克服策 を策定 す るための基礎 となる。企業 の機能障害 の諸特徴 を 「極端 に」示す ような
モデル を作成 す ることは乳具体 的な企業 について現 場の人 々や ジャーナ リス トが指摘 『してい るジ機
能障 害 の個 々の諸特徴 の否 定的な諸結果 を,1体系的 に示 すのに役掌 つ し,ま た,こ の ような機能障
害 を克服す るための諸方策 を策定 するのに も役 立つであ ろう。・
以上 の ように,こ の論 文は実 際上,ソ 連 の企業 に存在 す る官僚制的弊害 の根深 さを指摘 した論文
にな って い る。 ラボ環一ル トは,機 能障 害 を起 こして い る企業 の理論 モデルを作 り,し か もそのモ
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デル にほぼあては まるよ うな企 業が大量現象 と して存在す る ことを強 く示唆 し,そ して,ま さに社
会的革新 を必要 と してい るそれ らの企業で,革 新へ の強 い障壁 のゆ えに,社 会計画 化 も,社 会学専
門員の努力 も実 を結 びえないのだ,と 主張 す るのであ る。 この ような状況 を打開 す るためには,ラ
ポボール ト自身 が この論文 で試み た ように,ま ず現 状の否定 的な側 面 を客観的 に把握 す ることが必
要だ,と い うのが彼 の見解 であ り,彼 はは っき りした打開策 を提案 してはいな い。 た だ,「機能障
害企業の状況 は,生 産計画の次の よ うな状況 と結 び付 いてい る」 として,①'義 務的 であ ること,
② 不安定 であ る こと,③ しば しば科学的 ・経済 的考慮が不 十分 であ ること,④ 量 的指標 が優 勢
であ ること,を 挙 げて お り[20(1):'23L「た とえ計画性 をr犠 牲』にす る ことがあ って も,働 き
手のr批 判的』,革新 的積 極性 に対 して システムを開放 す ることを予定 す るような組織改革 が必要」
であ ると述べ,計 画経済 システムの変更 の必要性 を示 唆 してい る。 そして 「組織 の常軌的活動 との
闘争における働 き手 のr批 判的 な』社会的積極性 や イニシ ャチ ブを支持す る ように,社 会組織 を特
に方 向づければ,お そら く社会組織は特別な役割 を果 たす ようにな ろ う」 【20(2):57-581'と,社
会組織 が変革 の担 い手 とな る ことを期待 してい る。
注(1)著 者 自身 が結 論 を整 理 して い る[20(1):29・20(2):58-59】の で そ れ を中 心 に まとめた 。
お わ.り ・に:
1970年代 ソ連 の労働 組織合理化政策 を 「ネオ ・テ'イラリズム」 と結論 づけ るタツー アの所説 は,
すでに見た ように,ブ レイヴ ァマ ンの流 れを くむ独特 の 「テ イラ リズム」理解 に その根拠 を もって
いる。つ まり,「テイラ リズム」の内容 を非常に広 く,「労働過程,す なわ ち,作 業 の仕方 に対 す る
統制権 を,労 働者 の権 限か ら管理者 の権限に移 す こと」 をめざす アプ ロー チ・ と捉 え・少な・くと も・
資本主義国で テイラー以 後現わ れた経営学,労 働科学 のほぼすべて の理論 に 「テイラ リズム」 の貫
徹 を見てい る。 この よ うな主張は・資本主義経営 の一側面 を鋭 く突 いて いるが・ しか し・人 間関係
論,行 動科 学的管理論,「労働 の人間化」 まで を 「テイ ラリズム」 で括 るこ とに よって,変 化の意
味 を見失 ってい る ように 思える。資本主義諸国に おける経営理 論 の発展 の中に,搾 取 と支配 の継続
を指摘す ること自体は誤 りではなカ・ろ うが・同時 に・社会の発展 を反映 した進歩的 な側面 を も読み
ゆ
取 ることが必要 であ ろう。 つ ま り,資 本家 ・・経営者 が,「労働 過程,す なわ ち作業 の仕方 に対 す る
統制権 を,労 働者 の権限 か ら管理者 の権限 に移す こと」 に よる搾取 と支配 の強化 を 目指 しなが ら も,
労働の単純 化 ・無内容 化に対 して歯止め をかけ ぎるをえない状 況は,彼 らの意図 が ど うあれ,社 会
の発展 を反映 してい ると言 え よう。
タツーアの 「テ イラ リズム」理解 は,1970年代 ソ連の労働組織化政策 の評価 を も不適切な ものに
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してい るよ うに思え る。 確 かに;タ ツー アが指摘 す るように,科 学的労働組織政策 は,「自己の労
働 に対 す る労働者 の統 制力」 を増大 させ るとい う方 向 を含ん でいない。社 会計画化政 策には そうい
う方 向性 があ るが,経 済 的課 題 と社 会的課題 とを 「二重 の課題」 として担 うこの政策 が,主 として
企 業管理部 に よろて具体化 され実行 され るとき,果 た して労働者 の統 制力の増 大が真 剣に追及 され
るだ ろ うか,と い う疑問 が起 こる。 ラポボール トの論文 は,そ の疑 問が的外 れでない こζを裏付 け
てい るであろ う し,社 会計画化 の 『要領』は1若 干 の企業 の諸部門 が社 会的な諸施策 一般 をF追 加
の負担」 と受 け止 めていて,計 画 は立 てて もその遂行 の総括 を して いない,と 指摘 してい る[17:・
160]。これだけ を見れば,1970年代 ソ連 の労働組織合理化政策 を 「ネオ ・テ イラ リズム」 と評価 す
ること もあな が ち間違い とは言 え まい。
しか しな が ら,1960年代後半 か ら1970年代初頭 にかけて,ソ 連 の労働 組織化政策:に起 こった変
化は見過 ごせない。す なわ ち,科 学的労働組織 に社会的課題 が付 け加 えられ,同 時 に社会過程 を対
象 とす る計画化 が開始 された。 これは今 日,社 会政策(60加a茄H朋nomaTuKa)一経済政策.イ デ
オ ロギー政策,「政 治 システム改善 政策」 と並ぶ,人 々の 日常生活 におけ る 「生活 福祉 」,生活 ニー
ズ(物 質的 ・文 化的)の 充足 を目指 す政策 一 の発展 としての意味 を付与 されてい るが[7:265-
267・8:22-34・22:第2部皿 ・18:4],すでに見 た ように その中には,労 働過程 にたいす る労働者
の統制 力の向上に関連 す る政策 も含 まれていた。 この政策 は,経 済 的課題 の達成 の手段 と しての性
格 を色濃 くもって いた し,ま た,労 働者 の管理参 加の従 来の枠 組み を一歩 も出 る ものではなか った
が,そ の限 界内 では,最 大限 に展開 され ることを切望 されていた。 そ こで,企 業 レベルで の科学的
労働組織計 画,社 会 発展 計画 の作 成 に広範 な勤労 者 を参加 させ る ことの必要性 も強調 されて いた。
こうした微 妙な政策 変更 の背景 に,停 滞状況 に対 す る強 い危機意識 の顕在化 があ った ことを,ラ ポ
ボール トの論文 は示唆 して い ると言 え よう。
1970年代 後半 には,ゴ ル バチ ョフ政権下での労働組織政策 の より大 きな変化 への伏線 とな る よう
な重要文書 が現 われた。 その一 つは1977年憲法(現 行憲法)で あ り,そ の第8条 で,労 働集団に
「企業管理 の諸 問題 の審議 と解 決に参加 す る」 こと:などの権 利が与 え られた。 第8条 が具体的 に何
を意味 す るかは条 文か らは明 らかでなが つたが,'第8条に立脚 した 「労働集団法」 の準備過程 で現
われて きた さまざ まな改革論 は,労 働者 ・職 員の企業管理へ の参加 を,よ り実質的な ものに してい
くために,既 存 の企:業管 理構造 に変更 が加 えられ ようとしてい る こと,一 部では,か な り大胆な改
革構想 もあ ることを示 して いた[9】。 さらに,ig79年7.月12日付 の党 ・政府共同決定 「計画化の
改善 な らび に生産効 率 と労働 の質的 向上に関す る経済 メカニズムの強化 について」[23]は,さまざ
まな矛盾 を含 みなが ら も,「ソ連 の経済管理 ・計画化 シ ステムに内在 す る構造 的欠陥 の克服 を意図
した もの」 であ った 【10:99-116】。
1982年に ブ レジネ フ書 記長 が死去 した後,1983年に 「労働集団法」[24]が採択 された。 この法
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律 では,労 働集団は,制 度的には 「きわ めて曖昧 な組織Mll:238-245】に と どまったが,概 念的
賦 「真の社会搬 的駐 管理」(前文)'のための鞭 とし⑰ 齪 を得た・ 同年む・は鵡 「計
画および経済活動における工業生産合同(企業)の権限拡大と,活動成果に対するその責任の強化
のための追加的諸措置について」の党 ・政府共同決定が現われ,合同(企業)の 自主権拡大の方向
瑚 ら郷 された 【27.:168'1761・・
そ して1985年に登場 したゴルバチ ョフ政権 は,「ソビェF社 会 の生活 の穿べ ての面 の質的菱革」
を戦略 購 線 とし葡 ち出 しか る詮 の際・特 種 視 され費 るのは・.「人腰 国 礎 割 脚 半」
であ り・ それは・「社会犠 社会は・ 生活 のすべ ての分野 に鑓'て 螺 の創造的嗣 を発展 解 る
新たな導 を見?eir
.な岐れば,効 果的 に機能す る こ:とはで き塗い」(1986年党綱領)[22}:第2部Il
との認識 に基づ くものであ る。1987年に採択 された 「国営企業法」 は,企 業 の自主権 を大幅 に拡大
し,四 時 に,第5条,第7条 で!よ,労働集 団総 会,労 働集 団評議 会,と い ラ,『労働集中の決定 ・執
行機関の組織化 を定 め,そ れ らに,管 理者の選 出,管 理部 の業務 遂行 に対 す る統 制乳集 団の社会的
発展問題の解決,な どの諸権 利 を与 えてい る[25】。1?70年代 後半以 降あV}.まいな がら も姿 を見せ蛉
めていた,労 働者 の企業管理への参 加の拡大 とそれの前提 とな る企業 自主権の拡 大 を目指す政 策は,
「国営企業法」に至 って,二 応形 を整 えた と見 ること炉でき よう。 .
この新 だな企業管理 システムが実 際に機能 し始 めれば ・ ソ連 の労働組織政策 は・企業管琿 におけ
る労働集 団の 「主権者」的地位 を前 提に再編成 され ることにな ろ う。 まず,最 も直接的 には,労 働
者の管理 参加 の形態 が変わ るわけだが,そ れのみな らず,科 学的 労働組織計画,社 会発展計画 の作
成 ・実施 の際の労働者 の参加権 の拡大 が起 こるであろ と予想 される。 それを背景 に,経 済効率 と社
会的効 率のバ ランスが新たに模 索 され ることにな ろ う。実 際 に起 こるバ ランス の変化は大 きい もの
　
ではないか もしれないが,ど うい うバ ランスにせ よ,労 働者 の強 化 された参加権 の下で の労働 組織
化は,「テイラ リズム」 と対立 す る ものである。
振 り返 ってみると,科 学的労働組織への社 会的課題 の付与 と,社 会計画化 の開始 とに表現 された
1970年代 の労働組織化政 策 の展開は,既存の企業管理 システムの下 で最大限 に社会的課題 を追求 し,
労働過程 に対 す る労働者 の統制 力を も高 め ようとす るものであった。 それは,そ のか ぎ りにお いて
限界 を もつ ものであ ったが,ペ レス}ロ イカへの途上 にあ って,ペ レス トロイカ を準備 したい くつ
かの流れ のひとつだったのではないだろ うか。今 日の時点か ら見れば,タ ツー アは,1970年代 の政
:策の限界 を鋭 く指摘 したが,変 化 の側面 を過小評価 した と言 え よう。
注 ω 例 えば,「労働の人間化」論に対す るソ連の論者た ちのアブm一一チが その ような ものであ った 工12]。
(2)ゴルバチ ョフ政権成立以後 も,企 業な ど経済組織 における社会的効率 を,専 ら経済効率への作用要因 と
して捉 えようとする傾向は強 い。例 えば,1986年4月付 ソ連邦労働 ・社会問題国家 委員会,ソ 連邦科学ア
カデ ミー,全 ソ労評共同決定 「国民経済の諸部門におけ る社会学的アプ ロー チの組織化 の改善,な らびに,
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.企業 ・'組織 ・省の社会発展部1こ関する模範規定の承認 について」 を見る と,こ の決定はt.「国民経済の諸
部門 において社会学的アプロー チを改善 し発展 させ,わ が国の経済の効率性の向上 のための社会的 ・心理
的要因の利用 を系統的に強 める ことを目的 とした」【26:89】ものであると述べ られてい る。
… 参 考 '文 「 献
1.MelanieTatur,Taylorisntus勿derSoWfetunion.1万6「Rationoli'sierungspolitile'der
砺SSR現densゴ θ伽 蜜 ア.Za'hPten,Frankfurt/Main;NewYork,19S3.
2.M・lani・Tatur,隔 蜘 ε・勿 翫 加Arbeits・rgaitisati・n.Arbeitswissenschafl・haund'
'A
rbθitsorganisatioit"in'derSoWfetunion1921-1935,Wiesbad曲,1979.'
3.HarryBr函emian,LaboindndMonopoly(】apital,NeWYork,1974,富 沢 寅 治 訳r労 働
と 独 占 資 本 』・岩 波 書 店;1978年 。




,・・石 川 晃 弘 τ福 祉 向上 の要 請 と社 会 計 画 」'・(i19村女 男 ・辻村 明 編r現 代 ソ連 の 社 会 と文 化 』・臼:本
国 瞭 問題 研 究所,'1980年・(現代 ソ連 論3))'6
6.林 田 博史 「社 会 計 画 化 と社 会 主 義」(r社会 主 義経 済 研 究 』 第3号,1984年)。
⑦■ 藤 田 勇 τ社 会 主 義 の も どで の 社 会 保 険 と社 会 政 策 」(東京 大 学 社 会 科 学 研 究 所 編 『福 祉 国 家』
1第2巻
,』東 京 大 学 出 版 会,1985年。
8.'・:塩川伸 明Rレ ズ トロ イ カ を ど う・抱 え るか 」的(経 済 評 論 』1988年7月 号)。 ・
9..'小森 田秋 夫 「ソ連 国 営 企 業 に お け る 〈勤 労 集 団〉・あ法 的 構 造 を め ぐらて」(r北 天 法 学 論 集 』'
第30巻 錦1号,1978年 。
10.長 砂 実1芦 田文 夫 編rソ 連 社 会 主 義論 』 大 月 書 店,1981年k・第3章(陶 山計 介)。
11.西 岡 俊 哲 「ソ連 に お け る経済 管 理 の民 主 化 」(関 西 大 学 経 済 ・政 治 研 究 所 経 営 参 加 問 題 研 究 班
『経 済 民 主 主 義 と産 業 民 主 主 義 』1985年b
12.加 藤 志 津 子 「ソ連 に お け るr労 働 の人 間 化 』」(『賃 金 と社 会 保 障 』 第924号,1985年)。












19・M・C・ 「oP6ageB,IlePecTPoPtKaHHoBoeMhlllMeHHe,M.,1987.ゴ ル バ チ ョ フ,田 中 直 毅 訳





22.「 ソ 連 共 産 党 綱 領(新 稿)」(r世 界 政 治 』 第719号 一 策723号 ,1986年)。
23.望 月 喜 市 訳 「計 画 化 の 改 善 な ら び に 生 産 効 率 と労 働 の 質 的 向 上 に 関 す る 経 済 メ カ ニ ズ ム の 強
化 に つ い て 」(『 ス ラ ヴ 研 究 』 第25号,1980年 。
24.長 砂 実,藤 井:茂訳 「労 働 集 団,お よ び 企 業 ・施 設 ・組 織 の 管 理 に お け る そ の 役 割 の 向 上 に 関
す る ソ 連 邦 法 律 」(r関 西 大 学 商 学 論 集 』 第28巻 第4号,1983年)。
25.「 国 有 企 業(合 同)に 関 す る ソ ビ エ ト社 会 主 義 共 和 国 連 邦 法 律 」(ア バ ル キ ン ,小 川 和 男 監 訳




27・ 《P・・IlelmflflapTm""・paBKTellb・TBail・x・・fln T・HH・IM・・叩 ・・aM・T・M15 ,ra・T・1,M.,
1985.
28.長 沢 孝 司 「ソ連 に お け る 労 働 関 係 の 形 成 」(元 島 邦 夫 ,岩 崎 信 彦 編r現 代 労 資 関 係 の 理 論 』 青
木 書 店,1982年)。
29・G・Pam!IopT,qepTblfioKa3HotiaKTIIBHocTuBcollvaaabHoMnAaHvapoBaHvaI
,BKH.:Socialinさ
Raida:ProblemosirPlanavimas,Vilinius,1979.
【付記】 本稿は,文部省科学研究費補助金による研究成果の一部 である。
